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１．はじめに 
 レベル２地震動を対象とした耐震設計が，地下構造物においても実務で行われるようになってきたが，レベ

ル２地震動に正面から取組んで耐震検討を行った結果，レベル１仕様の従来対策技術の延長では耐震性能を満

足できず，膨大な対策費用を要するとの結論に至り，困惑することがある．とくに硬軟地盤境界を跨いでトン

ネルが建設される地盤条件急変部に対しては，経済的にも妥当な地震対策が見当たらないのが実情である． 
 本稿では，地盤条件急変部のシールドトンネルに対するレベル２地震動に対応した地震対策として，免震層，

柔構造，および滑り免震構造を併用して適用した際の地震時断面力低減効果について検討したので報告する． 
 
２．構造と解析条件 
 地下免震技術は，レベル 2地震動を対象とした地震対策技術として開発され，シールドトンネルの立坑接合
部で既に実用化されている 1)．しかし，地盤条件急変部では，十分な免震効果を得るための免震区間長が 100m
程度となり，現状レベルの免震材単価ではあまり現実的な対策とは言えない．そこで，免震層の適用を必要最

低限に抑え，従来対策技術である柔構造や滑り型免震構造を併用した効果的な対策の可能性を検討した． 
 図－１に解析条件および解析モデルの概要を示す．対象とするシールドトンネルは，外径 5050mm，桁高
250mmのＲＣセグメント製とした．表層地盤は硬質地盤がVs=500m/s，γt=1.9tf/m3，軟質地盤はVs=50m/sec，
γt=1.6tf/m3とし，両者のインピーダンス比のコントラストを 10倍以上に設定した．硬軟地盤境界は，２：１
の急勾配で形成されているとし，シールドトンネルは中心が地表面下 15m，土被り約 17.5mと設定した． 
 この表層地盤でひずみが集中するのは，地盤条件急変部の軟質地盤側である．したがって，この集中した地

盤ひずみのトンネルへの伝達を抑制すべく，硬軟境界面より硬質地盤側に 10m，軟質地盤側に 20mにわたっ
てシリコーン系免震材を用いた免震層を，7cmの厚みで形成するものとした． 
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図－１ 解析条件と解析モデル概要 
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図－２ トンネル水平変位と引張軸力の解析結果 

図－３ トンネルと地盤の相対変位 

 解析ケースとしては(1)無対策，(2)免震層 30m
に加え，(3)免震層設置区間では 2m に 1 リング
の間隔で通常より多少軟らかな弾性ワッシャー

を用いたケース， (4) さらに(3)に加えて免震層
の前後のセグメントを滑り型セグメントとした

ケースの４ケースとした． 
 なお，解析には軸対称 FEMによるトンネル縦
断方向用の免震設計プログラム EASIT2)を用い，

地盤急変部のモデル化では図－１右上のように

物性を段階的に変化させた．地震荷重は全断面で

応答加速度を 500galとし，各断面の１次せん断
振動に基づく加速度分布を算定して用いた． 
 
３．解析結果 
 図－２に解析結果を示す．もっとも地盤ひずみ

が集中し，トンネルに大きな軸力の発生するのは

硬軟境界における軟質地盤側であり，無対策のケ

ースでは軸力にシャープなピークが認められる．

これに対して，免震層を 30mに亘って適用した
場合には，硬質地盤側へと軸力が分散されて

20％弱最大発生軸力が低減している．また，免
震層適用区間に弾性ワッシャーを上記の配置で

併用すれば，トンネルの相対変位が効率的に吸収

されて軸力は半減し，さらに免震層の前後に滑り

型セグメントを適用すれば，無対策に対して 
50％を超える大きな軸力低減が可能となる． 
 図－３にはトンネルと地盤の相対変位（免震層

のせん断変位あるいは滑り量）の分布を示す．免

震層の適用によって，硬質地盤側での相対変位が

大きくなり，これが軸力低減に貢献していること

がわかる．さらに弾性ワッシャーを適用すると，

リング継手の相対変位に 10mm 前後の変位吸収が発生しており，これが軸力低減の主因となっていることが
わかる．またさらに免震層を滑り可能とすれば，硬質地盤側ではほとんど滑りは発生しないが，軟質地盤側で

約 15mの区間で滑りが発生し，これが軸力のピークをさらに低減させていることがわかる． 
 
４．まとめ 
 免震層，弾性ワッシャ－，ならびに滑り免震を併用することで，５０％を超える地震時断面力低減が可能で

あることがわかった．本免震構造は免震層の適用を最低限に抑えており，低コストで実現可能である．  
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